
―
遺
産
分
割
協
議
と
第
二
次
納
税
義
務
―

は
じ
め
に

国
税
徴
収
法
に
は
、
納
税
義

務
者
の
範
囲
を
拡
張
す
る
第
二

次
納
税
義
務
（
法
３２
条
以
下
）

が
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
第
二

次
納
税
義
務
に
は
そ
の
態
様
に

応
じ
て
８
種
類
の
規
定
が
あ

り
、
そ
の
一
つ
に
「
無
償
又
は

著
し
い
低
額
の
譲
受
人
等
の
第

二
次
納
税
義
務
」（
法
３９
条
）
が

あ
り
ま
す
。

と
こ
ろ
で
、
平
成
２１
年
６
月

１８
日
付
け
で
国
税
徴
収
法
基
本

通
達
の
改
正
が
行
わ
れ
、
第
３９

条
関
係
５
（
第
三
者
に
利
益
を

与
え
る
処
分
）
に
「
遺
産
分
割

協
議
（
平
成
２０
・
２
・
２７
東
京

高
判
参
照
）
」
が
新
た
に
例
示

と
し
て
追
加
さ
れ
ま
し
た
。
こ

の
判
決
は
平
成
２１
年
１２
月
１０
日

に
最
高
裁
に
お
い
て
確
定
し
て

い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
遺
産

分
割
協
議
に
当
た
っ
て
は
、
第

二
次
納
税
義
務
が
課
さ
れ
る
ケ

ー
ス
も
あ
る
こ
と
を
十
分
認
識

し
て
お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

１

第
二
次
納
税
義
務

の
成
立
要
件

第
二
次
納
税
義
務
制
度
は
、

形
式
的
に
は
第
三
者
に
財
産
が

帰
属
し
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て

も
、
実
質
的
に
は
、
納
税
者
に

そ
の
財
産
が
帰
属
し
て
い
る
と

認
め
て
も
公
平
を
失
し
な
い
よ

う
な
と
き
に
お
い
て
、
そ
の
第

三
者
に
対
し
て
補
充
的
に
納
税

義
務
を
負
担
さ
せ
る
こ
と
に
よ

り
、
徴
収
手
続
の
合
理
化
を
図

る
た
め
に
認
め
ら
れ
る
制
度
で

あ
っ
て
（
昭
和
３３
年
１２
月
「
租

税
徴
収
制
度
調
査
会
答
申
」
第

三
の
一
の
一
）
、
本
来
の
納
税
義

務
者
の
財
産
に
つ
き
滞
納
処
分

を
し
て
も
徴
収
す
べ
き
国
税
に

不
足
す
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合

に
限
り
、
そ
の
者
と
一
定
の
関

係
が
あ
る
者
に
対
し
、
第
二
次

的
に
そ
の
納
税
義
務
を
負
わ
せ

よ
う
と
す
る
制
度
で
す
。

そ
の
徴
収
に
当
た
っ
て
は
、

滞
納
者
の
行
っ
た
法
律
行
為
が
、

第
二
次
納
税
義
務
の
成
立
要
件

と
詐
害
行
為
取
消
権
の
要
件

（
通
則
法
４２
条
）（
注
１
）
の
双

方
を
満
た
す
場
合
に
は
、
い
ず

れ
に
も
よ
る
こ
と
が
で
き
る
と

さ
れ
て
い
ま
す
（
注
２
）
。
両
者

は
国
税
徴
収
の
上
で
競
合
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
通
則
法

４２
条
に
基
づ
く
場
合
は
、
滞
納

者
に
詐
害
の
意
思
が
存
す
る
こ

と
が
要
件
と
な
り
、
ま
た
、
詐

害
行
為
の
取
消
し
は
必
ず
訴
訟

に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

こ
れ
に
対
し
、
第
二
次
納
税

義
務
は
、
実
質
的
に
は
詐
害
行

為
取
消
権
と
同
様
の
効
果
が
あ

る
も
の
の
、
詐
害
の
意
思
は
明

文
上
要
件
と
さ
れ
ず
、
ま
た
、

訴
訟
を
経
る
こ
と
な
く
税
務
官

庁
の
処
分
に
よ
り
簡
易
迅
速
に

行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

２

無
償
等
譲
受
人
の

第
二
次
納
税
義
務（
法

３９
条
）
の
成
立
要
件

無
償
等
譲
受
人
の
第
二
次
納

税
義
務
の
成
立
要
件
の
一
つ

に
、
滞
納
者
が
そ
の
財
産
に
つ

き
無
償
又
は
著
し
く
低
い
額
の

対
価
に
よ
る
譲
渡
、
債
務
の
免

除
そ
の
他
第
三
者
に
利
益
を
与

え
る
処
分
を
し
た
こ
と
が
あ
り

ま
す
。

国
税
徴
収
法
基
本
通
達
第
３９

条
関
係
３
で
は
、
相
続
等
の
一

般
承
継
に
よ
る
も
の
は
上
記
譲

渡
に
は
含
ま
れ
な
い
と
し
、
同

通
達
５
（
前
記
改
正
前
の
通

達
）
は
「
第
三
者
に
利
益
を
与

え
る
処
分
」
と
は
、
滞
納
者
の

積
極
財
産
の
減
少
の
結
果
、
第

三
者
に
利
益
を
与
え
る
こ
と
と

な
る
処
分
を
い
い
、
地
上
権
、

抵
当
権
等
の
設
定
処
分
を
例
示

と
し
て
掲
げ
て
い
ま
し
た
。

今
回
取
り
上
げ
る
判
決
は
、

遺
産
分
割
協
議
は
法
律
行
為
で

あ
り
「
第
三
者
に
利
益
を
与
え

る
処
分
」
に
該
当
す
る
と
い
う

被
告
国
と
、
遺
産
分
割
協
議
は

身
分
行
為
で
あ
り
法
律
行
為
に

は
当
た
ら
ず
、
し
た
が
っ
て
、

第
二
次
納
税
義
務
の
成
立
要
件

を
満
た
さ
な
い
と
い
う
原
告
が

争
っ
た
事
例
で
す
。

３

遺
産
分
割
協
議
の

法
的
性
質
と
第
二
次

納
税
義
務
の
関
係

�
平
２１
・
１２
・
１０
最
高
裁
・

Ｚ
８
８
８
―
１
４
８
７
（
棄
却

・
確
定
）

�
平
２０
・
２
・
２７
東
京
高
裁
・

Ｚ
８
８
８
―
１
４
８
３
（
棄
却
）

�
平
１９
・
１０
・
１９
東
京
地
裁
・

Ｚ
８
８
８
―
１
４
７
５
（
棄
却
）

滞
納
国
税
１１
億
円
余
り
を
有

す
る
Ａ
は
、
妻
の
相
続
財
産
約

２
億
円
の
遺
産
分
割
協
議
に
つ

き
、
そ
の
法
定
相
続
分
を
下
回

る
約
２
０
０
０
万
円
の
財
産
を

取
得
し
、
子
で
あ
る
上
告
人
は

そ
の
相
続
分
を
上
回
る
約
１
億

２
８
０
０
万
円
の
財
産
を
取
得

し
ま
し
た
。
Ａ
は
滞
納
国
税
の

徴
収
を
免
れ
、
上
告
人
に
老
後

の
面
倒
を
み
て
も
ら
う
こ
と
を

意
図
し
て
上
告
人
に
多
く
の
財

産
を
取
得
さ
せ
た
も
の
で
す
。

Ｂ
国
税
局
長
は
、
本
件
遺
産
分

割
協
議
は
法
３９
条
の
「
第
三
者

に
利
益
を
与
え
る
処
分
」
に
当

た
る
と
し
て
、
上
告
人
が
受
け

た
利
益
約
６
７
０
０
万
円
を
限

度
と
す
る
第
二
次
納
税
義
務
の

告
知
処
分
を
行
い
ま
し
た
。

最
高
裁
判
所
第
一
小
法
廷
の

甲
斐
中
辰
夫
裁
判
長
は
、
下
記

の
と
お
り
判
示
し
、
上
告
を
棄

却
し
て
い
ま
す
。

（
１
）
遺
産
分
割
協
議
は
、
相

続
の
開
始
に
よ
っ
て
共
同
相
続

人
の
共
有
と
な
っ
た
相
続
財
産

に
つ
い
て
、
そ
の
全
部
又
は
一

部
を
、
各
相
続
人
の
単
独
所
有

と
し
、
又
は
新
た
な
共
有
関
係

に
移
行
さ
せ
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
相
続
財
産
の
帰
属
を
確
定

さ
せ
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
国

税
の
滞
納
者
を
含
む
共
同
相
続

人
の
間
で
成
立
し
た
遺
産
分
割

協
議
が
、
滞
納
者
で
あ
る
相
続

人
に
そ
の
相
続
分
に
満
た
な
い

財
産
を
取
得
さ
せ
る
も
の
で
あ

る
と
き
は
、
国
税
徴
収
法
３９
条

に
い
う
第
三
者
に
利
益
を
与
え

る
処
分
に
当
た
り
得
る
も
の
と

解
す
る
の
が
相
当
で
あ
る
。

（
２
）
Ａ
に
詐
害
の
意
思
の
あ

っ
た
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る

上
、
そ
も
そ
も
、
滞
納
者
に
詐

害
の
意
思
の
あ
る
こ
と
は
法
３９

条
所
定
の
第
二
次
納
税
義
務
の

成
立
要
件
で
は
な
い
と
い
う
べ

き
で
あ
る
。

４

遺
産
分
割
協
議
と

詐
害
行
為
取
消
権
に

関
す
る
判
決

遺
産
分
割
協
議
の
法
的
性
質

を
考
え
る
上
で
基
本
と
な
る
民

事
判
決
が
あ
り
ま
す
。

�
平
１１
・
６
・
１１
最
高
裁
・

Ｚ
９
９
９
―
５
１
６
９
（
棄

却
・
確
定
）

【
判
示
】

共
同
相
続
人
の
間
で
成
立
し

た
遺
産
分
割
協
議
は
、
詐
害
行

為
取
消
権
行
使
の
対
象
と
な
り

得
る
も
の
と
解
す
る
の
が
相
当

で
あ
る
。
け
だ
し
、
遺
産
分
割

協
議
は
、
相
続
の
開
始
に
よ
っ

て
共
同
相
続
人
の
共
有
と
な
っ

た
相
続
財
産
に
つ
い
て
、
そ
の

全
部
又
は
一
部
を
、
各
相
続
人

の
単
独
所
有
と
し
、
又
は
新
た

な
共
有
関
係
に
移
行
さ
せ
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
相
続
財
産
の
帰

属
を
確
定
さ
せ
る
も
の
で
あ

り
、
そ
の
性
質
上
、
財
産
権
を

目
的
と
す
る
法
律
行
為
で
あ
る

と
い
う
こ
と
が
で
き
る
か
ら
で

あ
る
。

⑤
昭
４９
・
９
・
２０
最
高
裁
・

Ｚ
９
９
９
―
５
１
６
８
（
棄

却
・
確
定
）

【
判
示
】

相
続
の
放
棄
の
よ
う
な
身
分

行
為
に
つ
い
て
は
、
民
法
４
２

４
条
の
詐
害
行
為
取
消
権
行
使

の
対
象
と
な
ら
な
い
と
解
す
る

の
が
相
当
で
あ
る
。
な
ん
と
な

れ
ば
、
・
・
・
（
中
略
）
・
・

・
相
続
の
放
棄
は
、
相
続
人
の

意
思
か
ら
い
っ
て
も
、
ま
た
法

律
上
の
効
果
か
ら
い
っ
て
も
、

こ
れ
を
既
得
財
産
を
積
極
的
に

減
少
さ
せ
る
行
為
と
い
う
よ
り

は
む
し
ろ
消
極
的
に
そ
の
増
加

を
妨
げ
る
行
為
に
す
ぎ
な
い
と

み
る
の
が
、
妥
当
で
あ
る
。

さ
い
ご
に

現
在
、
国
税
庁
税
務
訴
訟
資

料
に
徴
収
事
件
は
収
録
さ
れ
て

い
ま
せ
ん
。
徴
収
事
件
は
、
実

務
上
非
常
に
重
要
で
す
。
ぜ

ひ
、
開
示
さ
れ
る
こ
と
を
望
み

ま
す
。

（
注
１
）
国
税
通
則
法
４２
条
（
債

権
者
代
位
権
及
び
詐
害
行
為
取

消
権
）
民
法
第
４
２
３
条
（
債

権
者
代
位
権
）
及
び
第
４
２
４

条
（
詐
害
行
為
取
消
権
）
の
規

定
は
、
国
税
の
徴
収
に
関
し
て

準
用
す
る
。

（
注
２
）
吉
国
二
郎
・
荒
井
勇

・
志
場
喜
徳
郎
共
編
「
国
税
通

則
法
精
解
」
３
０
０
頁

正
木

洋
子
﹇
目
黒
﹈

収
録
内
容
に
関
す
る
お
問
合
せ

は
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
編
集
室

０
３
‐
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‐
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